
熊労基発0829第 2号

令和 5年 8月 29日

各   位

熊本労働局労働基準部長

(公 印 省 略 )

「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について

安全衛 生行政の推進 につきま しては、平素よ り格段 の御配慮 を賜 り、厚 く御礼 申

し上げます。

労働安全衛 生法 (昭不口47年法律第 57号。以下 「安衛法」 といいます。)に 基

づ く健康診 断の実施、健康診断結果 につ いての医師の意見聴取及びそ の意見 を勘

案 した就業上の措置 (以下 「事後措置等」 といいます。)の実施 について、改め

て徹底す るため、平成 25年度 よ り全国労働衛 生週間準備期 間で ある毎年 9月 を

「職場 の健康診断実施強化 月間」 (以下 「強化 月間」 といいます。 )と 位置付

け、集 中的 。重点的な指導 を行 うているところです。

本年度 の強化 月間 につ いて は、下記 の とお り強化 月間の取組 を実施す る ことと

してお りますので、趣 旨を御理
'解 の上、別添 1か ら別添 8の り■ フ レッ ト等 を活用

す る等 、貴下会員等 に対 し周知 いただきますよ う、お願 い申し上げます。

記

1 重点事項

(1)健康診断及び事後措置等の実施の徹底

(2)健康診断結果の記録の保存の徹底

(3):一 般健康診断結果に基づ く必要な労働者に対する医師又は保健師による保

健指導の実施

(4)高齢者の医療の確保に関する法律 (昭和 57年 法律第 80号。以下 「高確法」

といいます。)に基づく医療保瞼者が行 う特定健康診査・保健指導との連携

(5)健康保険法 (大正 11年法律第 70号を以下 「健保法」といいます。)に 基

づく保健事業との連携

(6)平成 30年 3月 29日 付け基安労発 0329第 3号 「地域産業保健センター事

業の支援対象に関する取扱い について」を踏まえた小規模事業場における地

域産業保健センターの活用

2 取組を実施する上での留意点

(1)1の (1)に ついては、健康診断の実施、有所見者に対する医師からの意見



聴取 を徹底 して いただきたい こと。また、医師の意見 を勘案 し、必要が あると

認めるときに、労働者 の実情 を考慮 して、必要な事後措置 を実施 して いただき

たい こと。

さ らに 1の (3)に ついて は、健康診断の結果、特 に健康 の保持 に努 め る必

要があると認める労働者 に対 して は、医師又は保健師 による保健指導 を行 うよ

う努めていただきたいこと。事後措置や保健指導を講ずるに当たうては「健康

診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」 (平成 8年 10月 1日

健康診断結果措置指針公示第 1号 、平成 29年 4月 14日 最終改正)を十分に

考慮いただきたいこと。

なお、これらについては、労働者数 50人 未満の小規模事業場も含む全ての

事業場において取 り組んでいただく必要があること。

(2)1の (4)に ついては、事業者が、高確法第 27条第 3項 の規定により安衛

法等に基づく定期健康診断結果を求めた保険者に対 して、当該結果のうち特

定健康診査に相当する項目を提供することが義務となっている。また、特定健

康診査に相当しない項目についても(労働者に同意を得ることによ り保険者

に対して提供可能であるが、これ らを知らないこと等により、中小企業等にお

いて、医療保険者へ.の 健康診断の結果の情報提供が進んでいないといった指

摘がある。一方、こうした情報提供により、コラボヘルス等が推進され、労働

者の健康保持増進につながることから、令和 5年 7月 31日 付け基発 0731第
1号保発 0731第 4号「「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施に係る事

業者と保険者の連携・協力事項について」の一部改正について」に基づいた対

応を依頼 しているところである。

また、 1の (5)に ついてはて令和 3年 6月 11日 に健保法が改正され、令

和 4年 1月 より、特定健康診査の対象とならない 40歳未満の労働者の定期健

康診断結果についても、保険者から求められた場合の提供が事業者に義務付け

られている。

以上を踏まえ、定期健康診断の結果の提供の義務について、別添 1の リーフ

レットの活用等により、周知を行っていただきたいこと。

(3)1の (6)については、地域産業保健センターにおいて労働者数 50人未満

の小規模事業場を対象として、健康診断結果についての医師からの意見聴取、

保健指導等の支援を行っていることから、小規模事業場への指導等の際は、必

要に応 じてその利用を勧奨していただきたいこと。また、事業主団体等が傘下

の中小企業等に対 して産業保健サービスを提供 した費用を助成する 「団体経

由産業保健活動推進助成金」について、事業主団体及び事業者等に周知する際

には、リーフレットの活用等 (※ 1)に より、その利用を勧奨していただきた

いこと。

(4)安衛法に基づく各種健康診断の結果報告については、電子申請の利用が可能

であることから、別添 2の リーフレットの活用等により、その利用を勧奨して

いただきたいこと。

(5)派遣労働者については、健康診断に関する措置義務について、派遣元・派遣

先の役割分担がなされているためて以下の事項に留意していただきたいこと。



ア 派遣元事業場による一般健康診断、派遣先事業場による特殊健康診断の実

施状況を確認すること。

イ 派遣元事業場においては一般健康診断及び特殊健康診断結果の記録の保

存、派遣先事業場においては特殊健康診断結果の記録の保存状況を確認する

こと。                         ′

ウ 派遣労働者に対する一般健康診断の事後措置等の実施については、派遣元

事業場にその義務が課せ られているが、派遣先事業場でなければ実施できな

い事項等もあり、派遣元事業場と派遣先事業場との十分な連携が必要である

ことから、両事業場の連携が十分でない事案を把握 した場合は、十分に連絡

調整を行 う必要があること。

(6)外 国人労働者を雇用する事業者等に対して、下般定期健康診断の間診票の外

国語版 (英 語、中国語、韓国語、スペイン語、ポル トガル語、イン ドネシア語、

ベ トナム語、タガログ語、タイ語、ネパール語、クメール語、ミャンマー語、

モンゴル語)(※ 2)の 周知を行つていただきたいこと。

3 健康診 断以外 の産業保健 に関す る取組 の周知・ 啓発

事業場 にお ける産業保健の推進 を図 るため、重点事項 と併せて、以下の取組 に

ついて も周知・啓発 を行 っていただ きた い こと。

(1)ス トレスチェックの確実な実施、集団分析及びその集団分析結果の活用によ

る職場環境改善の推進

(2)「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」 (昭 和 63年健康保

持増進のための指針公示第 1号、令和 5年 3月 31日 最終改正)に基づく取組

の推進

ア 地域資源の活用については、 「地域・職域連携推進ガイ ドライン」 (平成

17年 3月 策定、令和元年 9月 改訂)に基づく取組

イ 運動の習慣化等による健康保持増進については、スポーツ庁のリーフ レ

ット等 (※ 3)を活用した「体力つくり強調月間」(毎年 10月 1日 ～31日 )、

スポ▼ツの日 (毎年 10月 の第 2月 曜 日)及び 「Sport in Lifeコ ンソーシ

アム」の周知啓発

(3)職場におけるがん検診の推進

ア 健康診断実施時に、事業者や健康診断実施機関等か ら、がん検診の受診

勧奨 (※ 4)

イ 特に、女性従業員に対し、乳がん検診・子宮頸がん検診や婦人科等の定

期受診促進について、別添 3及び 4の リーフレットを活用した周知

ウ  「職域におけるがん検診に関するマニュアル」 (平成 30年 3月 策定 )

を参考にしたがん検診の実施

工 別添 5の リーフレットを活用 した、がん対策推進企業アクションの周知

(4)女性の健康課題に関する理解の促進

ア 別添 6の リーフレットを活用 した、産業保健総合支援センターにおける人

事労務担当者・産業保健スタッフ向けの女性の健康課題に関する専門的研

修及び女性の健康課題に関する相談窓口の周知



イ e一 ヘルスネ ッ トや企業や働 く女性 向けに健康管理 に関す る情報 を提供 し

ている 「働 く女性の心 とか らだの応援サイ ト」 の活用

ウ 別添 7の 転倒災害防止 に向けた リー フレッ トを活用 した骨粗慈症検 診 の受

診勧奨

(5)眼 科検診等 の実施 の推進

ア アイ フレイルチ ェ ック リス ト (※ 5)や 6う のチェ ックツール (※ 6)を

活用 した眼のセル フチェ ックの推進

イ 転倒等 の労働災害 の原 因ともな って いる視野狭窄 を含 む緑内障等 の眼 科疾

患 を予 防 し、早期 に発見す るため、40歳 以上の従業員 に対 し、別添 8の リー

フレッ トを活用 した眼科検診 (※ 7～ 9)の 周知

(6)職 場 における感染症 に関す る理解 と取組 の促進

ア 「肝炎対策 の推進 に関す る基本 的な指針」 (平成 23年 5月 16日 策定、令

和 4年 3月 7日 最終改訂)に基づ く職域での検 査機会 の確保等

イ  「職場 にお けるエイズ問題 に関す るガイ ドライ ン」 (平成 7年 2月 20日

策定、平成 22年 4月 30日 改訂)に基づ く取組

ウ 令和 4年 4月 20日 付 け基安労発 0420第 1号 「従業員 に対す る風 しん の

抗体検 査の機会 の提供 について (協 力依頼 )」 等 に基づ く抗体検 査 の機会 の

提供等

(※ 1)団体経由産業保健活動推進助成金のご案内 (リ ーフレット)

httpsi//www.皿 hIW.go,jp/content/001089532.pdf

(※ 2)「 一般定期健康診断の問診票の外国語版」

httpsi//www.mhlw.goo ip/stf/seisakunitsuite/bunva/koyouttroudou/ro

udollk ij un/gyousei/anzen/index.h tttl

(※ 3)体力つくり国民運動 (「体力つくり強調月間及びスポーツの日」ポスター等)

httpsi//www,lne x t.go,ip/sports/bttmenu/sports/mcatet6p05/1ist/1377

272 ,htm

Sport in Lifeプ ロジェク ト httpsi//sportinlife.go.jp/

(※ 4)カミん検診普及啓発ポスター

https://www,mhlw.go. ip/stf/Seisakunitsuite/bunva/0000126978.html

(※ 5)ア イフレイルチェックリス ト

httpsi//、vww,eye― frail.ip/checklist/

(※ 6)6つ のチェツクツール :

httpsi//www.eye― frail.jp/checklist/tenken/

(※ 7)眼科検診に関する情報 :

httpsi//www.gankaikai.or.ip/health/43/index.himl

(※ 8)眼底検査に関する情報 :

https://www.gankaikai.or.jp/info/detai1/kensindaij i.html

(※ 9)緑 内障に関する情報 :

httpsi//www,gankaikai.oro ip/info/detai1/glaucoma.html



事業者の皆さまベ 別添 1

9月は「職場の健康診断実施強化月間」です
「健康診断及び事後措置の実施の徹底」と「医療保険者との連携」をお願いします

1日健康診断及び事後措置の実施の徹底

■健康診断の実施、有所見者に対する医師からの意見聴取、医師の意見を勘案した必要な事後
指置の実施は、全て労働安全衛生法に基づく事業者の義務です。

特に小規模事業場での実施率が低くなつています。事業場の規模にかかわらず、労働者
の健康管理を適切に語ずるため、事後措置の実施まで徹底してください。

く事業場規模別 健康診断及び医師意見聴取の実施割合>

健診実施率 〔0/0〕    有所見者に対する医師意見聴取率 〔0/0〕

○有所見者に対する医師からの意見聴取を
:徹底 しましょう。

○事後措置は、医師の意見を勘案し、必要
.があると認めるときに、労働者の実情を
考慮して、必要な措置 (就業場所の変更、
作業の転換、労働時間の短縮等)を実施
しましょう。

○事後措置を請ずるに当たっては「健康診断

結果に基づき事業者が講ずべき措置に関す

る指針」をご確認 ください。

健康診断結果に基づき事業者が
請ずべき措置に関する指針→
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(出典 :令和 4年労働安全衛生調査 )

<地域産業保健センターのご案内>
地域産業保健センターでは、労働者数50人未満の小規模事業場への支援として、産業医・保健師

を配置し、健診結果についての医師からの意見聴取、長時間労働者・高ス トレス者に対する面接指
導、産業医等の事業場訪間による保健指導、労働者の健康に係る各種相談などの対応をしています
ので、ぜひご活用ください。

■ 医療保険者※1から健康診断の結果を求められた際の提供にご協力ください。

○保険者は、高齢者医療確保法に基づき特定健康診査・特定保健指導を、健康保険法に基づき

保健事業を実施 し、労働者の予防・健康づくりに取 り組んでいます。

○制度間の健診の重複を避け、これらの取組が着実に進められるよう、保険者かぢ労働者の健
康診断結果を求められた場合は、その写 しを提供することが事業者に義務づけられています
ので、健康診断結果の提供への協力をよろしくお願いしますと
※法律に基づく提供の場合は、第二者提供に係る本人同意は不要です。

○厚生労働省では、コラボヘルス※2等の労働者の健康保持増進のための取組に要した費用に対
し、エイジフレンドリー補助金で一部補助を行つています。積極的にご

｀
活用ください。

※ 1:協会けんば、健保組合、市町村国保、ヽ国保組合、共済組合等を指します。

※ 2:医療保険者と事業者が積極的に運携 し、明確な役割分担と良好な職場環境のもと、

労働者の予防・健康づ くりを効果的・効率的に実行すること。

エイジフレンドリー補助金
のご案内はこちら

2.医療保険者との連携

く)属焦滋仰常 都道府県労働局・労働基準監督署



「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について
(抜粋)

'       令和 5年 8月 16日付け基安発0816第 2号
1 重点事項
(1)健康診断及び事後措置等の実施の徹底
(2)健康診断結果の記録の保存の徹底 :

(3)一般健康診断結果に基づく必要な労働者に対する医師又は保
健師による保イ建指導の実施

(4)高齢者の医療の確保に関する法律 (昭和57年法律第80号。
以下「高確法」という1)に基づく医療保険者が行う特定健
康診査・保健指導との連携

(5)健康保険法 (大正11年法律第70号 。以下「健保法」とい
う。)に基づく保健事業との連携  、

(6)平成30年 3月 29日付け基安労発0329第 3号「1也域産業保健
センター事業の支援対象に関する取扱いについて」を踏まえ
た小規模事業場における地域産業保健センターの活用

2 取組を実施する上での留意点
(1)1の (1)については、健康診断の実施、有所見者に対する

医師からの意見聴取を徹底していただきたいこと。また、医
師の意見を勘案し、必要があると認めるときに、労働者の実
情を考慮して、必要な事後措置を実施 していただきたいこ
と。
さらに 1の (3)については、健康診断の結果、特に健康の

保持に努める必要があると認める労働者に対しては、医師叉
は保健師による保健指導を行うよう努めていただきたいこ
と。事後措置や保健指導を講ずるに当たっては「健康診断結
果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」 (平成 8年
10月 1日健康診断結果措置指針公示第 1号、平成29年 4月
14日最終改正)を十分に考慮いただきたいこと。
なお、これらについては、労働者数50人未満の小規模事業場
も含む全ての事業場において取り組んでいただく必要がある
こと。

(2)1の (4)については、事業者が、高確法第27条第 3項の規
定により安衛法等に基づく定期健康診断結果を求めた保険者
に対して、当該結果のうち特定健康診査に相当する項目を提
供することが義務となつている。また、特定健康診査に相当
しない項目についても、労働者に同意を得ることにより保険
者に対して提供可能であるが、これらを知らないこと等によ
り、中小企業等において、医療保険者への健康診断の結果の
情報提供が進んでい獄いといつた指摘がある。一方、こうし
た情報提供により、コラボヘルス等が推進され、労働者の健
康保持増進につながることから、令和 5年 7月 31日付け基発
0731第 1号保発0フ 31第 4号「「定期健康診断等及び特定健
康診査等の実施に係る事業者と保険者の連携・協力事項につ
いて」の一苫F改正について」に基づいた対応を依頼している
ところである。   ｀

また、 との (5)については、令和 3年 6月 11日に健保法
が改正され、令和 4年 1月 より、特定健康診査の対象となら
ない40歳未満の労働者の定期健康診断結果についても、保険
者から求められた場合の提供が事業者に義務付けられてい
る。

以上を踏まえ、定期健康診断の結果め提供の義務につい

て、別添 1のリーフレットの活用等により、周知を行つてい
ただきたいこと。

(3)1の (6)については、地域産業保健センターにおいて労働
者数50人未満の小文見イ莫事業場を対象として、健康診断結果に
ついての医師からの意見聴取、保健指導等の支援を行つてい
ることから、小規模事業場への指導等の際は、必要に応じて
その利用を勧奨していただきたいこと。また、事業主団体等
が傘下の中小企業等に対して産業保健サービスを提供した費
用を助成する「団体経由産業保健活動推進助成金」につい
て、事業主団体及び事業者等に周知する際には、リーフレッ
トの活用等により、その利用を勧奨していただきたいこと。

(4)安衛法に基づく各種健康診断の結果報告については、電子申
請の利用が可能であることから、別添 2のリーフレットの活
用等により、その利用を勧奨していただきたいこと。

(5)派遣労働者については、健康診断に関する措置義務につい
て、派遣元・派遣先の役割分担がなされているため、以下の
事項に留意していただきたいこと。
ア 派遣元事業場による=般健康診断、派遣先事業場による

特殊健康診断の実施状況を確認すること。
イ 派遣元事業場においては一般健康診断及び特殊健康診断

結果の記録の保存、派遣先事業場においては特殊健康診断
結果の記録の保存状況を確認すること。

ウ 派遣労働者に対する一般健康診断の事後措置等の実施に
ついては、派遣元事業場にその義務が課せられているが、
派遣先事業場でなければ実施できない事項等もあり、派遣
元事業場と派遣先事業場との十分な連携が必要であること
から、両事業場の連携が十分でない事案を把握 した場合
は、十分に連絡調整を行う必要があること。

(6)外国人労働者を雇用する事業者等に対して、一般定期健康診
断の問診票の外国語版 (英語(中 国語、韓国語、スペイン

語、ポル トガル語、インドネシア語、ベ トナム語、タガログ

語、タイ語、ネパー)断吾、クメープ垢吾、ミャンマー語、モン
ゴリレ語)の周知を行つていただきたいこと。

3 健康診断以タトの産業保イ建に関する取組の周知・啓発
事業場における産業保健の推進を図るため、重点事項と併せ

て、以下の取組についても周知・啓発を行つていただきたぃこ
と。

(1)ス トレスチェックの確実な実施、集団分析及びその集団分析
結果の活用による職場環境改善の推進

(2)「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」 (昭

和63年健康保持増進のための指針公示第 1号、令和 5年 3月
31日最終改正)に基づく取組の推進
ア 地域資源の活用については、「地域・職域連携推進ガイ

ドライン」 (平成17年 3月策定、令和元年 9月改訂)に基
―   づく取組

イ 運動の習1贋化等による健康保持増進については、スポー

ツ庁のリーフレット等を活用した「体力つくり強調月間」
(毎年10月 1日 ～31日 )、 スポーツの日 (毎年 10月 の第
2月曜日)及び「Sport in ttfeコ ンソーシア小」の周知啓
発                       |

(3)職場におけるがん検診の推進
ア 健康診断実施時に、事業者や健康診断実施′

r^協 関等から、
がん検診の受診勧奨

イ 特に、女性従業員に対し、乎しがん検診・子宮頸がん検診
や婦人科等の定期受診促進について、別添 3及び 4のリー

フレットを活用した周知
ウ 「職域におけるがん検診に関するマニュアル」 (平成30
年 3月 策定)を参考にしたがん検診の実施

工 別添 5のリーフレラトを活用した、がん対策推進企業ア
クションの周知

(4)女性の健康課題に関する理解の促進
ア 別添 6のリーフレットを活用した、産業保健総合支援セ

ンターにおける人事労務担当者・産業保健スタッフ向け
の女性の健康課題に関する専門的研修及び女性の健康課
題に関する相談窓口の周知

イ e‐ヘルスネットや企業や働く女性向けに健康管理に関す
る情報を提供している「働く女性の心とからだの応援サ
イ ト」の活用

ウ 別添 7の転倒災害防止に向けたリーフレットを活用した

骨粗慈症検診の受診勧奨
(5)眼科検診等の実施の推進

ア アイフレイ)レチエックリス トや 6つのチェツクツー)レを
活用した眼のセメレフチェックの推進

イ 転倒等の労働災害の原因ともなつている視野狭窄を含む
緑内障等の眼 科疾患を予防し、早期に発見するため、40
歳以上の従業員に対し、別添 8のリーフレットを活用した
眼科検診の周知

(6)職場における感染症に関する理解と取組の促進
ア  「肝炎対策の推進に関する基本的な指針」 (平成23年 5

月16日 策定、令和 4年 3月 7日最終改訂)に基づく職域で
の検査機会の確保等

イ  「職場におけるエイズ問題に関するガイ ドライン」 (平

成 7年 2月 20日策定、平成22年 4月 30日 改訂)に基づく
 ヽ 取組
ウ 令和 4年 4月 20日付け基安労発0420第 1号 「従業員に対

する風 しんの抗体検査の機会の提供について (協力依
頼)」 等に基づく抗体検査の機会の提供等

R5.8
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上記のほか、労働安全衛生関係法令の電子申請が可能な届出等はこ右らをど参照徹始い。
URL:http://wwWimhlwagotJp/日le/06-SeisakuJouhOu… 11200000‐

RoudoukuunkyOku/denshi.XISX

電子申請の詳しい操作方法は、パンフレツト「労働基準法、最低賃金法等の届出等は、電子申
請が便利です !」 に掲載していますので、ご覧く,安勇l。

パンフレット掲載先 :http://wwW.mhlwagoajp/stf/SeiSakunitsuite/り unya/o000184033.htmi

総括安全衛生管理者/安全管理者/衛生管理者/産業医の選任報告

定期健康診断結果報告

心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告

☆
労働安全衛生法に基づく免許証の新規交付申請/再交付申請/
書 替 え 申 請 /更新 申 請        注)顔写真等を別途郵送する必要があります。

足場/局所排気装置等の設置・移転・変更届
(労働安全衛生法第88条に基づく届出)

有害物ばく露作業報告

労働者死傷病報告

特定元方事業者の事業開始報告

☆ ボイラー・第一種圧力容器の構造検査・溶接検査・落成検査申請

☆ クレーンの落成検査申請

☆ 移動式クレーンの製造検査申請

特定化学物質、有機溶剤等の特殊健康診断結果報告

労働安全衛生法等の手続のうち、約800の届出等が電子申請できます。

☆印の手続は、電子申請を行うと手数料が割引になります。
※詳しくは、労働基準監督署又は都道府県労働局にお問い合わせください。

く)厚生労働省 。都道府県労働局 。労働基準監督署
(H30.1)
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これ,かも飛博る檎黄Ю進趣

静密漂がた機諮

静寓醸が応に91,ヽて

「
=|る が画では女性のが先②準で罹患する人が~ 

多重、均争こ30～ 40議代の女性で近年増加傾

向にあるがんです。

模診を受け各ことで、がん :こ なるソスクや死亡

Vスクが減少します。

検診撤虚年にコ度定瑚的に受けてくださも1。

ただと′、局経 (生理〕以外に鵡魏がある、麗経b
たのとこ由血がある、周経が不規則などの癌就

かある場合鯨次い検診老待たずに医療機関を

受診してくださとヽ.

「
:模診でF要橋密検査』通なった揚含は、その後~ 

必ず精密検査を受締てくださや19

ri桁 褻検査はヨル示ス到―プ下の織織診。蘊龍~ 
診。慨PV検査などを組み合わせて行いますっ

fI検 診で :ま 、が応甲なこ1の ほ J要 精密検査」と
~~判

定される場合や、がんがある鈴しこ見つ麟られ

ない場合もありまサ。

| 1検診鯨霞治体を、賽顧療機関が連携して行って

すヽヽます。結密検査の結果態関係機関で共有さ

れま乳
X

×精密検査の信黒 iよ

=区
ヨT村′＼と報告さ掟■ます。また 景初に受診し■

医療機関と異なる医療機関て精密横査を受けた場台tよ、1,t初に受診 t,

た医療機関にも後F精密検査繕異が表有されなiI(医療機関/1校診精

度向_と のため,

「子宮頸がん」「がん検診」などのがんの情報についてもつと詳し

く知りたい方に、国立がん研究センターのがん情報サ=ビスは、

わかりやすく確かな情報をお届けしています。

国立がん研究センター

がん情報サービス 靱
ギ・  |:li「

十二ili l i;|:j 国立がん研究センターは、皆さまからのご寄付で
「確かな わかりやすい 役立つ」がん情報を
つくり、全国の図書館などにお届けするキャン
ペーンを行つています。ぜひご協力ください。

発行 :国立がん研究センターがん対策情報センター

がん医療支援部 検診実施管理支援室 2021年 4月

協力 :厚生労働行政推進調査事業資補助金「検診効果の最大化に資する

職域を加えた新たながん検診精度管理手法に関する研究」班

ganiohO.,p



子富頸がん検診を受ける前に中●Ⅲ

子宮頸がんは罹患する人 (かかる人)がわが国の

女性のがんの中でも比較的多く、また30-40歳代の

女性で近年増加傾向にあります。自治体で推奨して

いる子宮頸がん検診 (子富頸部の細胞診)は「死亡

率、罹患率を減少させることが科学的に証明され

た」有効な検診です。早期発見、治療で大切な命を

守るために、20歳以上の女性は2年に1度定期的に

検診を受診し、「要精密検査」という結果を受け取っ

た場合には必ず精密検査を受けるようにしてくださ

い。

すべての検診には「デメリット」があります。がんは

発生してから一定の大きさになるまでは発見できま

せんし、検査では見つけにくいがんもありますので、

すべてのがんががん検診で見つかるわけではあり

ませんもまた、がんでなくても『要精検」と判定される

こともあります。子宮頸がんは前がん病変も検診で

見つけられるのですが、この中には放置しても治癒

してしまうものも多いた翰に、結果的に不丞要な

精密検査や治療を受けなければならない場合もあ

ります。さらに、検査によって出血などんヾ起こること

んヾあります。

しかし、子宮頸がん検診はこれらの低い確率で起こ

るデメリットよりも、がんで亡くなることを防ぐメリッ

トが大きいことが証明されているため、必ず定期的

に受診してください。     
′

気になる症状がある場合

月経 (生理)以外に出血がある、閉経したのに出血がある、

月経が不規則など、気になる症状がある場合は商診の際に

医師に必ずお伝えください。不正出血が疑われる症状があ

る場合は自治体の検診を待た或 すぐに婦人科を受診してく

ださい。また現在婦人料を受診し経過観察中の方は自治体

の検診ではなく、引き続き受診中の主治医の指示を受けて

ください。

子宮顕部の細胞診

子宮頸がん検診は子宮頸部(子自の入り

園)を、先にブラシのついた専用の器具で

擦って細胞を取ってヽ がん綱胞など異常な

細胞がないかを顕微鏡で調べる検査で曳

*月経(生理)中は避けて検査を受けてください。

麻

準識
子宮頚部をブラン
で擦り、細胞を取って
願微鏡で見る

精密検査はコルポスコープ検査 (またはHPV検査)

細胞診で異常が発見されたらコルポス

コTプ検査で詳しく調べます。コルポス

コープ(腟拡大鏡)を使って予宮頸部を

詳しく見ます。異常な部位が見つかれ

ば、組織を一部採取して悪性かどうか

を診断しま魂 また組胞診の結果によっ

てはHPV検査 (子宮頸がんを引き起こ

すウイルスの有無を調べます)を行い、

コルポスコープ検査が必要かどうかを

判断することもあります。

想拡大鏡

子宮頸部を
拡大観で見る

検診は20歳以上、2年に1度定期的に受ける

ことが大切です

子宮頸がんの中には急速に進行するがんもあります。早期

発見のために必ず2年に1度、走期的に検診を受けてくださ

い。推奨している受診年齢や受診間隔を守らないと、検診の

「デネリット」んヾ大きくなうてしまいます。

精密検査
(コルポスコープ検査またはHPV検査)鐙

精議 寮→次回の検診

前がん病変が見つかった時には、状態によって治療を行う場合も

ありますし、治療をせずに医療機関で定期的に経過観察になる

場合もあります。

子宮頸がん検診の流れ

治療
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これから受ける検査のこと

乳がん検診

乳がんについて

わが国では女性のがんの中でも罹悪する人が~ 
多く、がんによる死亡原因の上位に位置するが

んで魂

検診を受けることでがんによる死亡リスクが減

少します。

検診は2年 に1度、定期的に受けて下さい。

ただし、しこり、子と房のひきつれ、乳頭から血性

の液がでる、乳頭の湿疹やただれなどの症状

がある場合は次の検診を待たずに医療機関を

受診してください。

1 検診で「要精密検査Jと なった場合は、その後

必ず精密検査を受けてくださいと

1  精密検査はマンモグラフィの追加撮影、超音波

検査、細胞診、組織診などで、これらを組み合

わせて行います。

検診では、がんでないのに『要精密検査Jと判

定される場合や、がんがあるのにそのがんが見

つけられない場合もあります。

検診は自治体と、各医療機関が連携して行って

います。精密検査の結果は関係機関で共有さ

れます。※

※精密検査の結果は市区町村へと報告されま魂 また、最初に受診した

医療機関と異なる医療機関で精密検査を受けた場合は、最初に受診 t′

た医療機関にも後日精密検査結果が共有されます (医療機関の校診精

度向上のため)

「乳がん」「がん検診」などのがんの情報についてもつと詳しく

知りたい方に、国立がん研究センターのがん情報サービスは、

わかりやすく確かな情報をお届けしています。

国立心凡研究センター

がん情報サービス

澤Υ
■

(rどす;托看泉
各

国立がん研究センターは、皆さまからのご寄付で
「確かな・わかりやすい・役立つ」がん情報を
つくり、全国の図書館などにおサ目けするキャン
ペーンを行つています。ぜひご協力くださしヽ。

発行 :国立がん研究センターがん対策情報センター

がん医療支援部 検診実施管理支援室 2021年 4月

協力 :厚生労働行政推進調査事業費補助金「検診効果の最大化に資する

職域を加えた新たながん検診精度管理手法に関する研究」班

gan,OhO・,p



乳があ検診を受 &サ機繭燿。9。

乳がんは罹患する人 (かかる人)がわが国の女性の

がんの中でも多く、がんによる死亡原因の上位に位

置するがんです。自治体で推奨している乳がん検診

(マンモグラフィ)は「死亡率を減少させることが科

学的に証明された」有効な検診です。早期発見、治

療で大切な命を守るために、40歳以上の女性は2年

に1度定期的に検診を受診し、「要精密検査」という

結果を受け取った場合には必ず精密検査を受ける

ようにしてください。

すべての検診には「デメリット」があります。がんは

発生してから―定の大きさになるまでは発見でき

ませんし、検査では見つけにくいがんもありますの

で、すべてのがんがが /と,検診で見つかるわけでは

ありません。また、がんでなくても「要精検」と判定さ

れたり、放置しても死に至らないがんが見つかった

ために、不必要な治療を受けなければならない場合

もあります。

しかし、乳がん検診 tよ これらの低い確率で起こる

デメリットよりも、がんで亡くなることを防ぐメリット

が大きいことが証明されているため(必ず定期的に

受診してください。

受 付 (保険註の提示、質問票の記入 )

間診

′″ 気 にな る症 状 が ある場 合

'  マンモグラフィでは見つけにくい乳がんもあります。早期

の乳がんは自覚症状がないことが多いですが、しこり、乳房

のひきつれ、乳頭から血性の液が出る、乳頭の湿疹やただれ

など気になる症状がある場合は間診の際に医師に応ずお伝

えください。症状がある場合
`よ

、自治体の乳がん検診を待た

状 すぐに乳腺外来のある医療機関を受診してください。

′ヵ
マンモグラフィ
マンモグラフィは河(さ いしこりや石灰化

を見つけることができます。乳房を片方

づつプラスチックの板で挟んで撮影しま

曳 乳房が圧迫されるため痛みを感じる

こともありますが、圧迫時間は数十秒ほ

どです。また放射線被曝による健康被害

はほとんどありません。

・ 視触診検査は推奨されていませんが、マンモグラ
フィとの併用に限り、視触診検査が行われる場合がありま魂

′

′
′
ｆ
Ｗ
ｒ

Ｆ
ｒ・Ｆ
〓
▼
れ′

,
′

′

′

′

′
′

,'マンモグラフィ

V V

↓必ず受けてください

精 密 検 査      ∵

「

F''

(マンモグラフィ追加撮影、超音波検査、綱胞診、組織診)

了 了

″″
″>精密検査について

'   マンモグラフィ追加撮影

疑わしい部位を多方面から撮影しま魂

乳房の超音波検査

超音波で、疑わしい部位を詳しく観察しま魂

細胞診、組織診

疑わしい部位に針を刺して細胞や組織を

採取し悪性かどうか診断しま魂

, オ

′

真超音波検査

′′
″>督

髯ぷ笑窃琵警|‐
2年

:こ

¬度定期的
|こ
受∵,

′   季しがんの中には急速に進行するがんもあります。早期発見

のために心ず2年に1度、定期的に検診を受けてください。

推奨 している受診年齢や受診間隔を守らないと、検診の

「デメリットとが大きくなってしまいます。

次回の検診

′
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0 厚生労働省 がん対策推進企業アクション

醒 麟

社内掲出用のポスターを無料でプレゼント

がん対策の積極推進企業には表彰制度あり

登 録 証

株式会社●OCI●  線

特別講師によるオンライン'オフライン醜

σ フ
ー

●‐ ′  尊

―

YouTubeでも議長の中川先生が講義推進パートナー登録証をお送りします

…
、こ ・ `、

―ヽ
a砦 静 □
い“中中】・

瀬
盛
コ

ф

“ “
パートナー登録で中川先生監修の

″
がん教育eラーニング

″
を何名でも無料で受講できます !

無料でも、ここまでできる会社のがん対策 !

「がん対策推進企業アクション」に登録 しましょう。
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それが最初の力(ん 予防― 。

る社会へが綴 Dけ

あ な た と愛 す る家 族 の た め に

今年も行こう、がん検診

~離 れユ=路囲 靖 卜…
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1、 がん対策の「切り札Jは、がんを知ること 1
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レ がん対策推進企業アクションとは?

厚生労働省が実施する各種対策の中で、職域がん対策に特化した国家プロジエクトです。
東京大学の中川先生をアドバイザリーボァドの議長として、令和5年で15年目を迎え、
現在では規模を聞わず約5,000の企業・団体がパートナー登録しています。
登録・月額など費用は一切かかりません。

レ なぜ企業が「がん対策」?

ホームページの

登録フォームから送信

申請書を印刷し、

事務局へ郵送ください

事務局から登録証や

ポスターなどが届きます

2人に1人ががんになると言われている、がん大国である日本において、
定年の延長や女性の社会進出を背景として、「働く世代Jでがんに罹患する方が増えています。
これは企業経営においても見通ごすことの出来ない重要な問題であり、
職域がん対策については、様々な対策の整備も進んでいます。

e―ラーエングの利用、研修会や意見交換会への参加、YouTube動画などの啓発ツールの活用など、
様々なコンテンツが無料でご利用いただけます。また医師・専門家による最新情報も毎月お届けします。
ぜひ大切な社員をがんから守るためrがん対策推進企業アクション」へご登録ください。

レ 登録 したらどんなメリットがあるの ?

登録完了

シヨン企 ア

がん対策推進企業アクション事務局
〒150-O036東京都渋谷区南平台町4-8南平台アジアマンション208

tel.03-6281-9094 検索

澪





事業者、人事労務担当者の歩白し様、
産業医・産業者護職等の産業保健スタッフの皆様ヘ

康に関するご本目談に対ないたします。
より専門的なご本目談については、性と健康の相
談センターにご案内するなど、産業保健総合支
援センターの保健師が連携コーディネーターと
して支援を行います。
労l動者個人の方、事業者の方からのご相談を受
け付けています。

<ホームページのご案内 >

各種研修・セミナーは、各都道府県の産業保健総合支援センターの

ホームページからお申込みいただけます。

https://w＼ /v＼/v.iOhas,go.jp/shisetsu/tabid/578/default.aspx
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全国47都道府県に設置されている産業保l建総合支援センターでは、
産業保健の専門家が以下の支援に取り組んでいます。ぜひご活用ください。

女性特有の健康課題に関する研修
を実施してしヽます

月経関連疾患などライフステージに応じた女性の健康課題につしヽて正しく
理解し、l動 く女性に対して適切に配慮 (婦人科等を受診する場合の特段の
配慮や相談しやすい職場環境の整備等)する
ことが重要です。
事業者や人事労務担当者、産業保健スタッフ
白けに研修を実施していますので、ぜひ受講
してください。

職場における女性の健康に関する
ご相談に応じます

産業保健総含支援センターの保健師が中心となり、職場における女性の健

＼＼



その他女性の健康支援に役立つツール

● 働く女性の心とからだの健康応援サイ ト (厚生労働省)

女性が健康でl動 くために職場で
どのようなことに取り組んだら
いいのか、様ノマなヒントが掲載
されています。
企業の取組事例なども紹介して
います。

httpsi//w、 /v、ハ/.bOもёi navi.mhI、/v go.jp/

1働

1
II

「偲原韻曽Jと は

電原樫営の再素とメリット

[生こと:"ユエニII

0女性の健康推進室 ヘルスケアラボ (厚生労働省研究班監修)

すべての女性の健康を推進する
ために、ライフステージに応じ

た心身の変イヒや、女性特有の病
気に関する情報(セルフチェッ
クなどについて紹介しています。

httOs://w― health.jK)/

ヘルスケデ亨環μLぃ
アクセスランキンク

鰤

ド・ヽルスJケ

rギ「i  t
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● 不妊予 8′葛支援パ ッケージ (内閣府 。文部科学省・ 厚生労働省 )

生涯にわたる女性の健康を包括的に支援することを通じ、不妊ラ防に向
けた取り組みを推進するため、関係省庁とが連携し、不妊予防支援パッ
ケージを公表 しています。

httpざ〃www.mhlw.go.ip/COntent/10901000/OO0825095.pdf

く)

―
田 0レポート

必要なのか

.盈,働口,ポイント

厚生労l動省・都道府県労l動局・ 労l動基準監督署 (R5.8)



労働者の転倒災害 (業務中の転倒による重傷)を
防止 しましよう

転 倒 災 害 の 発 生 状 況

転倒災害発生待数の推移

H24H25H26H27H28H29H30 Rl R2 R3

性別 。年齢別内訳

(休業 4日 以上、令和 3年 ) 屠叫磁R7

33′ 672 転倒による怪我の態様

・ 眼球破裂

・ 外傷性気胸 など

転倒災審による平均休業日数 (※労働者死傷
病報告による休業見込日数)

47日
60歳以上女性

転倒したのは"・

50歳以上を中心に、転側による骨折等の労働災害が増加 し続けています

事業者は労働者の転倒災害防止のための措置を請しなければな りません

35′ 000

32′ 500

30,000

27′ 500

25′ 000

□
　
　
　
　
□
　
　
　
□

(な し)
何もないところでつまずいて転倒、足がもつれて軸田 (2796)

>転個や怪我をしにくい身体づくりのための運動プログラム等の導入 (★ )

作業場・通路に放置された物につまずいて転倒 (■696)

>パックヤィド等も含めた整理、整頓 (物を置く場所の指定)の観底

通路等の凹凸につまずいて転側 (1096)
>敷地内 (特に従業員用1誦路)の凹凸、陥没穴等 (ごくわずかなものでも

危険)を確認し、解消

作業場や通路以外の障害物 (車止め等)につますいて転倒 (80/。 )

>遭切な通路の設定
>取地内駐車場の車止めの「見える化J

作業場や通路の設備、什器、家具に足を引つかけて転倒 (30/。 )

>設備、什器等の角の「見える化」

鶉 靱

］榊呻］］”″
細

40代 女性 __

40代 男性

250/O

,1奮物を超えるのを失敗した

5011男性

荷物によつてノ(ラ ンスを崩 した

動作の反動 _ イ‐

更血、意ユ辟′肖失雷|

踏力外し (階段を踏み外して

転落したものを除く)

不 明

転倒災害が起きているのは
移動のときだけではありません

<その他の転び方>
。他人とぶつかつた 。ぶつかられた
。台車の操作を失敗 した
。他人、動物等を避けようとしてパラン

スを崩 した
。服が引つかかった

・ 坂道等でパランスを崩 した
。立ち上がつたときにパランスを崩 した

・ 靴紐を踏んだ
。風でノヽランスを崩 した

280/o

■00/o

作業中

26%

移動中

フ4%

lSO/o ■9%

転倒時の類型

鷲
…

齋

雲

靭 揺

作業場や通路の コー ドな どにつまずいて転倒 (70/。 )

※引き回した労働者が自らつまずくケースも多い
>転倒原因とならないよう、電気コード等の引き回しのルールを設定し、

労働者に遵守を徹底させる

凍結 した通路等で滑つて転倒 (2596)
>従業員用通路の除雷 。融雪。凍結しやすい箇Pttlこ は融雪マット等を設置する (★ )

作業場や通路にこぼれていた水、洗剤、油等によ り滑つて転倒 (1996)
>水、洗剤、油等がこぼれていることのない状態を維持する。

(清掃中エリアの立入禁止、清掃後乾いた状態を確認してからの開放の徹底)

水場 (食品加工場等)で滑つて転偶 (1696)
>滑りにくい履き物の使用 (労働安全衛生規則第558条 )

>防滑床材 。防滑グレーチング等の導入、摩耗している場合1よ再施工 (★ )

>隣接エリアまで濡れないよう処置

雨で濡れた通路等で滑つて転倒 (1596)
>雨天時に滑りやすい敷地内の場所を確認し、防滑処置等の対策を行う

歩行中パランス崩 し・もつれ

470/。

一

転倒 リスク・ 骨折 リスク

■一般に加齢とともに身体機能が低下し、転倒 しやすくなります
→「転びの予防 体カチェック」「ロコチェック」をご覧ください

■特に女性は加齢とともに骨折のリスクも著しく増大します
→対象者に市町村が実施する「骨粗慈症検診」を受診させましょう

■現役の方でも、たつた一度の転倒で寝たきりになることも
→「たつた一度の転倒で寝たきりになることも。転倒事故の起こりやすい

箇所は ?」 (内閣府ウェブサイ ト)

□
　
　
　
□
　
　
　
□ 攘

姻 鰯
(★ )については、高年齢労働者の転倒災害防止のため、中小企業事業者は

「エイジフレンドリー補酌金」 (補助率 1/2、 上限100万円)を利用できます

中小事業者は、無料で安全衛生の専門家のアドパイスが受けられます

内閣府ウェブサイ ト

尋

alぉ ,t

滑り

f

主 な 原 因 と 対 策

「つ ま ず き 」 等 に よ る 転 倒 災 害 の 原 因 と対 策

「滑 り」による転倒災害の原因と対策

エイジフレントリ補1'う全支聾鶏笙警票雪早豊崇
く)厚 生労働省・都道府県労働局・労働基拳監官署 (R5)



介護労働者の転倒災害 (業務中の転側による重傷)を
防止しましよう

転倒災害 (休業 4日以上)の発生状況 (令和 3年 )

社釧翻随殿における転倒災議 生待数の雄移  社会福祉施設における種倒災害の懸様

50歳以上を中心に、転側による骨折等の労働災害が増加し続けています

事業者は労働者の転倒災害防止のための指置を話しなければなりません

S,000

4′000

9′000

2′OOO

l′ 000

4,336

H24 H25 H26 日2フ H28 日29 H30

社会福祉施設における転倒災書被災者の
性別・年齢別内駅

20代女性

60歳以上男性

4019難

。 しん帯損傷
●

搬

・ 外傷性くも膜下出血

社会福祉施設の転倒災書による平均休業

日数 俵 労働者死傷病報告による休業見込日数)

44日

介護の現場における転倒災書の発生時点

■
■
■
■
■
ロ

Ｅ

■

■

■
口
■

Ｅ
Ｅ
Ｅ III

Ｒ３

日
■
■
■
■

■
■
■
■

　
Ｒ２

Ｈ
日
日
ロ
ロ
■
日
日

　

Ｒｌ

□

　
　

　

□

(なし)

何もないところでつますいて転倒、足がもつれて転倒 (3396)
>転倒や怪我をしにくい身体づくりのための運動プログラム等の導入 (★ )

>走らせない、急がせない仕組みづくり

通路の段差 につますいて転日 (■ 596)

>事業場内の通路の段差の解消 (★ )、 「見える化」
>送迎先・訪問先での段差等による転倒防止の注意喚起

中中中中中一中弾韓”

中中弾中̈］　一芽
●

作業中
296。/O    I設備、家具などに足を弓1つかけて転倒 (■私96)

>激備、家具等の角の「見える化」 彎 顧

―
直

1齋

輯 翻

移動中
夕04。/。

利用者の車椅子、シルパーカー、杖などにつまずいて転日 (80/c)

>介助の周辺動作のときも焦らせない

介助のあとIポー呼吸置いて
″
から別の作業ヘ

作業場や通路以外の障害物 (車止めな ど)につまずいて転日 (70/。 )

>適切な通路の設定
>敷地内駐車場の車止めの「見える化」

転倒時の類型

立右上がつ崎ワ(ランス勝し 1%

姿行中′(ランス湧 し もつれ

一

転倒 リスク・ 骨折 リスク

■一般に加齢とともに身体機能が低下し、転倒しやすくなります
→「転びの予防 体カチェック」「ロコチェツク」をご覧ください

■特に女性は瀬齢とともに骨折の リスクも署しく増大します
→対象者に市町村が実施する「骨粗慾症検診」を受診させましょう

■現役の方でも、たつた一度の転倒で寝たきりになることも

→「たった一度の転倒で寝たきりになることも。転al事故の起こりやすい

箇所は ?」 (内閣府ウェブサイト)

転倒災害が起きているのは
移動のときだけではありません

電びの予防   ロコチェック

コードなどにつまずいて転日 (5%)
>労働者や利用者の転al原因とならないよう、電気コード等の引き回しのルエルを設定し

労働者に徹底させる

凍結 した通路等で滑つて転日 (2496)

>従業員用通路の除雪・融雪。凍結しやすい箇所には融雪マットを設置する (★ )

浴室等の水場で滑つて転倒 (23%)
>防滑床材の導入、摩稲している場合は施工し直す (☆ )

>滑りにくい履き物を使用させる

>脱衣所等隣接エリアまで漏れなぃよう処置

こぼれていた水、洗剤、油等 (人為的なもの)_により滑つて転側 (2■%)
>水、流嗣、油等がこぼれていることのない状態を維持する。

(清掃中エリアの立入禁上、清掃後乾いた状態を確認してからの開放)

雨で濡れた通路等で滑つて転倒 (■ ■96)
>雨天時に滑りやすい取地内の場所を確認し、防滑処置等の対策を行う

>撲抑・訪問先での濡れた場所での転倒防止の注意喚起

わ
訥想は

魯

鰯 盤

鰯

体カチェック

圏
(★)については、高年齢労働者の転倒災害防止のため、中小企業事業者は

「エイジフレンドリー補助金」 (補助率 1/2、 上限100万円)を利用できます

中小事業者は、無料で安全衛生の専門家のアドノぐイスが受けられます

内岡府ウェプサイ ト

(R5)

表な原 因 と対策

「つまずき」等による転倒災害の原因と対策

「滑 り」による転倒災害の原因と対策

電

ぬ

エインルンドリ締財全安塁盤羅瑞隆 0厚 生労働省・,都道府県労働局・労働基準監督署
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で転側防止を

それ以外 ―＼

滲交通事故

(道路)

激突

はさまれ・

巻き込まれ

0

視力低下
(視力0日 5未満)|

杖や歩行器を

使用

転倒歴がある

転倒

27%

／れ

れ
切
“

転機J勢織災審 |こ よる

平均休業見込圏数 tま動作の反動・

無理な動作
墜藩・転落   (腰痛など)

※令和4年 全産業における体業4日以上の死傷者数 (covlD 19に よるものを除く)

出典 :厚生労働省 労働災害発生状況(令和4年 )

視力 0。 5未満⑫人 |よ要注意 ! 運動や目の検査。治療などで

転倒リスダが大幅減 t遺

48日

5 10
(比率)

13.9倍

3i8

爺

||

83%減

2.8 (!|二 il

1.1女性

加齢(1年)| 11
通常  運動をした人 運動、視力検査、

目の治療をした人

対象 :世界で実施された54の無作為化比較試験を統合した研究
(メ ダアナリシス 41,596名 )

Tr cco AC′ et al.」 AMA.2017

対象 :同 じ病室、同じベッドに入院している患者 72名

Kasuga■ et al.CDn J Ophthalmo.2017

視力は、仕事や日常生活に欠かせない

大切なものです。でも、日の健康は、

視力だけでは判断できません。

i軍 ・ 裏面ヘ

15%

16%

評ヽ｀

OⅢ 1 7

e
菊

０

電

Ψ

|

一′
産
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童罐∞壌顧鹸縄翻期賤階で籐綾鈎が虚罐鶴

筵載亀盛彎譲域ぬ⑤

彎

丞 珍
犠

その他 ⌒＼

黄斑変性 ツ/

糖尿病網膜症ツ
/

緑内障
観梵朧書の

原図壊慇 近視の人は

特に注意 !

網膜色素変性
Matoba R,et al,JPnJ Ophtha mo 2023

縁絢罐鹸薗覚嬢斌∞憩鯵ヽま譲馬観鉾が愛挿
°
でもヽモ嫡鐵でけ

。 ◎

　

Ｏ

　

⑮

‐ 平磯 |

朝動iⅢ:=妻
イ

自覚症状は

ほとんどありません

|1 玉懇協漏留乳

申 期
ミ`i■r井

・

´

自覚症状がない方も

多くいます

ナ

一
“

，

・

，

上
コ
■

，

筆静
失つた視野は

元に戻すことは

できません。
縫期■!1■:→

―

視力は良好です状

下方の視野欠損は転倒につながりま現

房ギフ紗軍が鰺

!● I■ | IⅢ ● ● Iilli「 |.|■ ■ ■ |||||:ii l l

■ !|ド :II●||■■■ ■ il!!「
!■ ● ■●Ⅲ ● ■■ |

III I II I● ||||!|■ ■|II● |

||■
―

 

―

|■ |:ilil■
● I■ |||

|||― IⅢ IIIlll l■ i卜 11-| |

どちヽ

〔
Ｑ

（
ｏ

田
囲

「アイフレイザレセサレフチェックツール」で検索orこちらから

惑
穏
目

鞘
(パソコン'スマホで対応〉

視野は欠けていない?

「クロックチャートJ

線がゆがんで見えていない?

「アムスラーチャートJ

片目ずつ

テェッグ

します !

画
~歯‐

のイ篭ムシが

,肖える値置が盲点 !

(パソコンのみ対応 )

1鶉|


